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「平成27年度食品産業グローバル展開インフラ整備事業のうち

食品規格基準等調査」事業　報告書

1.　事業名

平成27年度食品産業グローバル展開インフラ整備事業のうち食品規格基準等調査

2.　事業の背景及び目的

〔背景〕

国内の食市場が縮小する中、2009年に340兆円であった世界の食市場は2020年に

は680兆円に拡大するとされており、我が国の農林水産業、食品産業の成長のために

は、世界の食市場をとりこんでいくことが必要と考えられる。一方、経済成長が著しく、

有望な市場の一つと考えられるアジア地域を含む一部中東・欧米諸国では、各国毎に

農林水産物・食品に係る規格や規制が異なっており、食品産業の海外展開に支障が

生じている。これらの状況を改善するためには、アジア諸国各国の食品等に係る法規、

規格及び規制についてデータベース化し、検索可能な情報として一般に公開し、関係

者に共有を図る必要がある。

〔目的〕

我が国の農林水産物・食品の輸出や食産業の海外展開に際しては、日本産品が相手

国の定める食品等に係る法規、規格及び規制に適合する必要がある。しかしながら、

輸出等を検討する我が国の食品関連事業者等が食品規格等について十分な情報を有

していないため、このことが輸出促進や海外展開の阻害要因となっている。

　こうした状況を改善するため、平成26年度から、農林水産物・食品の国別・品目

別輸出戦略に位置付けられた重点国・地域における重要品目を対象に、順次、各国

の食品規格等に関する情報を取りまとめ、検索可能な情報としてウェブコンテンツ化し

事業者等に共有を図ることで阻害要因の解消に取り組むこととした。

3.　事業の内容

　本年度事業では、昨年度調査を行っていない以下に掲げる各国・地域の食品規格

等についての調査を実施した。調査に際しては、過年度の事業内容（現行データベー

ス：http://www.shoku　hin-kikaku.info）を参照し、これまでの調査内容と整合性の

ある形で取りまとめるとともに、収集した各種情報を検索可能な情報としてデータベー

スの充実を図ることとした。併せて、調査を通して明らかとなった各国・地域の食品

規格等に関する情報の共有、それらの調和・統一を図るためのワークショップ及びシ

ンポジウムを開催した。



（1）　食品規格基準等調査

	 	輸出戦略において重点国・地域に設定された以下の国・地域について、それぞ

れ以下に示される調査項目について調査した。

〔調査対象国〕

　ILSI	Japanでは、平成21年度から24年度まで、農林水産省農山漁村6次産業化

対策事業、東アジア食品産業海外展開支援事業の内、「東アジアの食品等の規格基準、

分析方法の調査と結果の共有化」について事業支援を受け、コーデックス委員会、韓国、

中国、ASEAN主要国（インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、ベトナム、マレー

シア）、インド及び近隣諸国（スリランカ、ネパール、バングラデシュ）について調査を

実施し、平成25年度事業では、それまで未調査のASEAN諸国の内カンボジア、ブル

ネイ、ミャンマー、ラオス及び台湾についても新たに調査を行ない、　平成26年度に

おいて食品産業グローバル展開インフラ整備委託事業を受託し、新たに香港を調査範

囲に加えた。

平成27年度同委託事業において、更に新規調査国としてアラブ首長国連邦（UAE）及

びブラジルを追加調査した。なお、本年度の調査事業を行うにあたり、アラブ首長国

連邦（UAE）及びブラジルについては、平成21年度から26年度迄既に調査した以下

の項目についても調査を行った。

（ア）食品関連法規

	 ・食品関連法規の枠組み及びそれら個々の法規の概要

（イ）食品添加物関連法規

	 ・	食品添加物に関連する法規の枠組み（食品添加物、香料、キャリーオーバー、

加工助剤等の定義、使用基準等を含む）

（ウ）個別食品規格

	 ・調味料類（味噌、醤油の規格）

	 ・	健康食品（栄養表示基準、栄養及び健康強調表示、ダイエタリーサプリメント

形状の食品を含む）

	 ・乳・乳製品（チーズ、バターの規格）

（エ）食品表示規格・基準

	 ・	食品表示に関する基準（基本的表示事項、原料原産地、アレルゲン、遺伝子

組み換え等に係る表示基準）

（オ）残留農薬基準：残留農薬基準の枠組み及び以下の品目別残留農薬基準値

	 ・	果実等（りんご、なし、もも、うんしゅうみかん、ぶどう、かき、イチゴ、メロン、

茶）

	 ・野菜（ながいも、かんしょ、キャベツ、だいこん、レタス）



（カ）当該国の調査に関連し、湾岸協力理事会（Gulf	Cooperation	Council:	GCC）及び

南米南部共同市場（MERCOSUR）における食品規格基準等調査も可能な限り行った。

〔調査対象食品・項目〕

　平成21年度から24年度までの調査においては、食品の法的枠組み、即席めん、

炭酸飲料、調理冷凍食品及び乳・乳製品（牛乳）の規格基準及びその分析方法、食品

添加物に関わる法体系、使用基準等に関する調査、平成25年度事業では、更に我が

国食品産業が得意とされる高付加価値型食品である、栄養機能食品、特定保健用食品、

サプリメント等、いわゆる“機能性食品（栄養表示、栄養機能強調表示、健康強調表

示及びサプリメント）”の制度についての調査を行った。平成26年度は、調査対象食品・

項目を味噌、醤油を主とした調味料類、ジュース、ミネラル・ウォーターを主とした清

涼飲料水、健康食品、バター、チーズを主とした乳製品、アルコール飲料、食品表

示及び果実類（りんご、梨、桃、温州みかん、ぶどう、柿、イチゴ、メロン、茶）、野

菜（長芋、甘薯、キャベツ、ダイコン、レタス）を主とした残留農薬基準に拡大した。

平成27年度事業においては、新規の調査項目として、以下の個別食品規格（ア）及び

製造工程認証（イ）を追加調査した。

（ア）個別食品規格

菓子類：	キャンディ（コーデックス食品分類05.2に準拠）及びチョコレート菓子（コーデッ

クス食品分類05.1に準拠）

米菓：	コーデックス食品分類15.1	「ジャガイモ、穀物、穀物粉又はデンプンを主原料

とするスナック」に準拠。

レトルト食品：	常温で長期保存可能な密封容器（レトルトパウチ）の規格（レトルトパウ

チ食品品質基準に準拠）。

めん類：	乾麺うどん・そば（コーデックス食品分類06.4.2及び乾めん類品質表示基準

に準拠）

（イ）製造工程認証

当該国におけるGMP（適正製造規範）、HACCP（危害分析重要管理点）等の製造工程

認証の適用の有無、当製造工程認証が必須の場合の適用食品カテゴリー及びその製

造工程認証の内容。



平成21年度から27年度事業の調査国・地域並びに調査項目・内容のまとめ（1）
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コーデックス ● ● ○  ○ ◎ ● ● ◎

韓　国 ● ● ○     ● ●  

中　国 ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

ア
セ
ア
ン

マレーシア ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

シンガポール ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

フィリピン ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

インドネシア ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

タ　イ ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

ベトナム ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

カンボジア ● ●       ● ●  

ブルネイ ● ●       ● ●  

ミャンマー ● ●       ● ●  

ラオス ● ●       ● ●  

インド ● ● ○ ○ ◎ ● ● ◎

スリランカ ● ●       ● ●  

ネパール ● ●       ● ●  

バングラデシュ ● ●       ● ●  

台　湾 ● ● ○ ○ ◎ ● ●  

香　港 ○ ○ ○ ○ ◎      

ロシア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ ◎

アラブ首長国連邦 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ ◎

ブラジル ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ ◎

●	平成21～25年度農山漁村6次産業化対策事業において実施、

○	平成26事業における調査対象国及び個別食品分類等

◎	平成27事業における調査対象国及び個別食品分類等



平成21年度から27年度事業の調査国・地域並びに調査項目・内容のまとめ（2）
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コーデックス ○ ○ ○ ● ◎ ◎ ◎

韓　国 ○ ○ ● ◉ ◎

中　国 ○ ○ ○ ● ○ ◎ ◎ ◎
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マレーシア ○ ○ ● ○ ◎ ◎

シンガポール ○ ○ ○ ● ○ ◎ ◎ ◎

フィリピン ○ ○ ○ ● ○ ◎ ◎

インドネシア ○ ○ ● ○ ◎ ◎

タ　イ ○ ○ ○ ● ○ ◎ ◎

ベトナム ○ ○ ○ ● ○ ◎ ◎

カンボジア ◉   ● ◉

ブルネイ ◉   ● ◉

ミャンマー ◉   ● ◉

ラオス ◉   ● ◉

インド ○ ● ○ ◎ ◎

スリランカ ◉   ● ◉

ネパール ◉   ● ◉

バングラデシュ ◉   ● ◉

台　湾 ○ ○ ● ◎ ◎ ◎

香　港 ○ ○ ◎ ◎ ◎

ロシア ◎ ◎ ◎ ◎

アラブ首長国連邦 ◎ ◎ ◎

ブラジル ◎ ◎ ◎ ◎



（2）　調査体制

（ア）特定非営利活動法人	国際生命科学研究機構（ILSI	Japan）の組織図

（イ）調査体制

　　ILSI	Japan	の組織である「国際協力委員会」内に専従担当者及び専従補助者を中

心とした、調査対象の国/地域或いは調査項目をそれぞれ担当する会員からなるプロ

ジェクトチームを立ち上げ、調査プログラム設計、調査項目を提案、下記ILSI	支部と

の調整の後、最終決定する。プロジェクトチームは下記ILSI	支部/事務所のネットワー

クを利用し、調査事業を進めた。

事業統括 ILSI支部/事務所 調査担当国

ILSI Japan
（コーデックス委員会
の調査及び全体の統
括を担当）

ILSI 東南アジア地域
支部

インドネシア、カンボジア、シンガポー
ル、タイ、フィリピン、ブルネイ、ベ
トナム、マレーシア、ミャンマー、ラ
オス（アセアン10か国）

ILSI 中国事務所 中国（香港、台湾を除く）
ILSI 台湾支部 台湾及び香港
ILSI 韓国支部 韓国

ILSI インド支部
インド（バングラデシュ、ネパール、
スリランカを含む）

ILSI　ブラジル支部 ブラジル

ILSI　中東支部 アラブ首長国連邦

バイオテクノロ
ジー研究会

国際協力
委員会

情報委員会
プロジェクト基金

連絡会

総会
理事会

食品安全研究会
研究部会：
・食品安全調査
・食品アレルギー
・食品微生物
・食品リスク
・香料

事務局

栄養健康研究会
研究部会：
・栄養
・炭水化物
・茶類

食品機能性研究会
・東京大学農学部寄
付講座「機能性食
品ゲノミクス」

・食品機能性研究部
会

CHP (Center for
Health Promotion)
・PAN（身体活動と栄養）
・IDEA（鉄欠乏性貧血症
の撲滅活動）

・SWAN（安全な水の供
給と栄養・保健環境の
改善）



　ILSI	Japan調査員及び協力海外ILSI支部のリストは以下の通り。

調査専従者： 浜野弘昭 ILSI Japan 特別顧問
専従補助者： 平川　忠 ILSI Japan事務局次長

調査協力者：	 赤羽丈明	 	（株）ADEKA
	 	 浅田由美	 ユニリーバ・ジャパン（株）
	 	 今城　敏	 花王（株）
	 	 岩本　洋	 森永乳業（株）
	 	 大島道史	 森永乳業（株）
	 	 梅木陽一郎	 ダニスコジャパン（株）
	 	 大木嘉子	 長谷川香料（株）
	 	 太田裕見	 サントリーウエルネス（株）
	 	 小野　郁	 味の素（株）
	 	 柿木康宏	 アサヒホールディングス（株）
	 	 片嶋充弘	 花王（株）
	 	 金子清久	 日本コカ・コーラ（株）
	 	 香村正徳	 味の素（株）
	 	 篠原久実	 日清オイリオグループ（株）
	 	 瀬川修一	 サッポロビール（株）
	 	 関谷史子	 高砂香料工業（株）
	 	 高橋智子	 ネスレ日本（株）　
	 	 立脇久寛	 キリンホールディングス（株）
	 	 土屋大輔	 	（株）ヤクルト本社
	 	 滑川啓介	 長瀬産業（株）
	 	 西山泰孝	 日本ハム（株）
	 	 二上　彩	 	（株）ヤクルト本社
	 	 長谷川浩司	 キッコーマン（株）
	 	 細野秀和	 サントリービジネスエキスパート（株）
	 	 松本浩樹	 キューピー（株）
	 	 松山葉月	 長瀬産業（株）
	 	 宮下　隆	 キューピー（株）
	 	 山田哲也	 キューピー（株）
	 	 吉村千秋	 カルピス（株）

事務局：	 山口隆司	 ILSI	Japan事務局長
	 	 杉崎祐司	 ILSI	Japan事務局次長

調査協力海外ILSI支部/事務所及び担当者：

  ILSI 東南アジア地域支部　Ms. Boon Yee Yeong事務局長
  ILSI 中国事務所　Dr. Junshi Chen 事務局長
  ILSI 台湾支部　Ms. Jenny Chang 事務局長
  ILSI 韓国支部　Ms. Ji-Young Lee 事務局長
  ILSI インド支部　Ms. Rekha Sinha 事務局長
  ILSI ブラジル支部　Ms.Eliane Miyazaki
  ILSI 中東支部　Dr. Maysm Nezar Mohamad

（3）　調査方法、スケジュール

ILSI	Japanが中心となり、ILSIの国際的ネットワーク特にILSI東南アジ　ア地域支部

（ASEAN諸国担当）、中国事務所、台湾支部（台湾及び香港担当）韓国支部、インド

支部（インド及び近隣諸国担当）、ブラジル支部及び中東支部（アラブ首長国連邦を担

当）に参加を求め、次の手順で調査を進めた。



1．	ILSI	Japan	は、仕様書に従い、調査プログラムと調査票（Investigation	Format）を

開発・設計し、英語版の調査票を作成。

・平成27年7月22日、8月25日、9月24日：調査委員会（東京）において、予

備調査、調査プログラム設計、調査票開発を行った。

・平成27年10月29日、12月3日　調査委員会（東京）においてフォローアップ作

業を行った。

2．	ILSI	Japan	は、調査プログラムと調査票を関連ILSI支部に送付。必要に応じ現地

での会議を実施し、当該国の条件等によっては調査プログラムと調査票を修正し

た。

・平成27年7月10日ドバイ（アラブ首長国連邦）、7月13日サンパウロ（ブラジル）

にて、ILSI中東支部及びブラジル支部担当者と個別に調査会議を開催した。

・平成27年8月3日マニラ（フィリピン）、において関係海外各支部（東南アジア地

域、韓国及び台湾支部、中国連絡事務所）との合同会議を開催し、調査票、調

査プログラムを確認した。

3．	調査国担当の各ILSI	支部は、現地調査及び情報収集（各国行政機関等への聞き

取り調査、関係法規調査、web公開情報調査）を実施し、調査結果を英語で調査

票に記入、調査報告書を作成し、ILSI	Japanに送付した。

・平成27年11月11日済州島（韓国）、平成28年1月19日東京、1月23日タン

パ（米国）にて調査委員会開催、調査担当各支部における調査プログラムの進捗

状況を確認した。

・調査対象国における調査、調査票の記入・作成：平成27年9月～平成28年1月。

4.		平成27年12月15日	ベトナム、ハノイにおいて国際会議「食品安全及び食品規格

基準」を開催した。参加者はベトナムばかりでなく、カンボジア、ラオス、インドネシア、

マレーシア、タイ、ミャンマー、シンガポールの行政関係者、台湾、韓国、中国か

らの参加者を含めて49名が参加した。

5.		平成28年2月17日　東京において事業報告会「食品産業のグローバル展開～食品

規格等に関するデータベース、ASEAN経済統合とTPP～」を開催、産業界から74

名が参加した。

6.		調査票を集計、日本語に翻訳し、収集した各種情報を検索可能な情報としてデータ

ベース化した（http://www.shokuhin-kikaku.info）。

・平成28年1～3月

・報告書作成：平成28年3月14日



（4）　調査情報のデータベース化

　平成27年度の調査結果に、過年度の調査結果（現行データベース：http://www.

shokuhin-kikaku.info）及び平成26年度食品産業グローバル展開インフラ整備委託事

業の内食品規格基準等調査（ロシア）の調査結果（http://www.maff.go.jp/j/shokusan/

kaigai/pdf/h26_houkoku_icnet.pdf	のうち食品関連規格基準等調査部分のみ）を加

え、食品製造業者、輸出事業者等を想定ユーザーとした、インターネット上での各国

食品規格等の検索システム（データベース）を作成した。なお、調査項目により2014（平

成26）年或は2015（平成27）時点での情報をもとに作成されていることから、検索情

報の項目においてその旨表示した。

			データベースは、ウェブサイト（http://www.shokuhin-kikaku.info）上から登録の上、

無償で利用できる。なお本報告書においては、データベース上の情報を紙媒体として

各国毎にまとめて印刷、添付した。

（5）　ワークショップ/シンポジウムの開催

　調査により抽出された食品規格・基準等の調和又は統一を図るための課題（各国の

食品安全の枠組み、食品規格等の現状と相違、国際標準との整合性等）について情報

の共有を図るため、平成21年度から24年度の調査結果については、「東アジアの食

品等の規格基準の調査と結果の共有化」（平成22年3月、東京）、「アジア・太平洋地

域の食品規格基準、資源・環境対策に係る情報の共有化」（平成23年3月、バンコク）、

「アジア地域の食品規格基準に係る情報の共有化」（平成24年2月、ジャカルタ）、「イ

ンド、バングラデシュ、ネパール、スリランカにおける食品及び食品添加物の法的枠

組みと事例研究」（平成25年2月、東京）という形で公表、情報を共有した。平成25

年度においては、新たな調査対象国がカンボジア、ブルネイ、ミャンマー、ラオス及

び台湾であることから、これらの国々の行政官を中心としたワークショップ「食品の安全

と基準」と、ASEAN地域内ではよりグローバル化が急がれるCLMV諸国（カンボジア、

ラオス、ミャンマー、べトナム）の行政官によるラウンドテーブルディスカッション「食

品安全に関わる課題と挑戦」を、それぞれ平成26年3月4日及び5日に、ミャンマー、

ヤンゴンにおいて開催した。平成26年度については、平成26年12月9日、10日に

インド、デリーにて国際会議「食品管理システムの社会基盤の必要性：地域のハーモ

ナイゼーションへの道」、平成27年2月19日に東京で、「食品産業のグローバル展開

～アジア地域の食品規格等に関する調査とデータベース～」を開催した。

　平成27年度事業では、平成28（2016）年1月にASEANの経済統合が発効し、一

部の食品規格等の統一が実現されることから、ASEANの経済統合の進捗状況に関す

る情報共有を含め、調査の結果抽出された食品規格等の調和又は統一を図るための

課題について、平成27年12月15日ハノイ（ベトナム）において、ASEAN各国行政機

関担当者、研究者、日系及び現地企業関係者を対象として「食品安全及び食品規格



基準セミナー」開催した。参加者はベトナムばかりでなく、カンボジア、ラオス、インド

ネシア、マレーシア、タイ、ミャンマー、シンガポールの行政関係者、台湾、韓国、

中国からの参加者を含めて49名が参加した。

　また、平成27年度事業のまとめに際し、2015年にはTPPの大筋合意が成され、ま

た2016年よりASEANの経済統合が実現したことから、これらに関する情報提供を含

めて報告会「食品産業のグローバル展開～食品規格等に関するデータベース、ASEAN

経済統合とTPP～」を平成28年2月17日、東京で開催し、産業界から74名が参加し

た。

（6）　事業実施スケジュールのまとめ

H27/07 08 09 10 11 12 H28/01 02 03

調査プログラム・調
査票の開発・設計

調査票の送付・修正
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以下にこれまでの調査（平成21年度から26年度）を含め、本年度調査内容及びワーク

ショプ/国際会議を一覧表にまとめた。



事業年度 調査内容 調査対象国
ワークショップ

/ 国際会議
日時

開催場所
参加
者数

平成21年度
支援事業

（I）

食品関連法規の体
系、即席めん、炭
酸飲料、調理冷凍
食品の規格・基準

コーデックス、
韓 国、 中 国、
マレーシア、
シンガポール、
フィリピン

「東アジアの食品等
の規格基準の調査と
結果の共有化」

平成22年
3月29日
東京

163名

平成22年
度支援事業

（II）

上記に加えて、牛
乳の規格基準及び
上記個別食品規格
の分析方法

上記に加えて、
インドネシア、
タイ、ベトナム

「アジア・太平洋地
域の食品規格基準、
資源・環境対策に係
る情報の共有化」

平成23年
3月4日
バンコク（タ
イ）

115名

平成23年
度支援事業

（III）

上記に加えて、食
品添加物の法体系
及び使用基準、ハ
ラル制度、

上記に同じ
「アジア地域の食品
規格基準に係る情報
の共有化」

平成24年
2月21日
ジャカルタ
（インドネシ
ア）

127名

平成24年
度支援事業

（IV）

上記に同じ（ただ
し、ハラル制度を
除く）

上記に加えて、
インド及び近
隣諸国（スリラ
ンカ、ネパー
ル、バングラ
デシュ、）

「インド、バングラデ
シュ、ネパール、ス
リランカにおける食
品及び食品添加物
の法的枠組みと事例
研究」

平成25年
2月22日
東京

80名

平成25年
度支援事業

（V）

上記に加えて、栄
養表示、栄養機能
強調表示、健康強
調表示及びサプリ
メントの制度

上記に加えて、
カンボジア、
ブルネイ、ミャ
ンマー、ラオ
ス及び台湾

ワークショップ「食
品の安全と基準」及
びラウンドテーブル
ディスカッション「食
品安全に関わる課題
と挑戦」

平成26年
3月4、5日
ヤンゴン（ミャ
ンマー）

68名

平成26年度
委託事業

（I）

上記に加えて、調
味料類、清涼飲料
水、健康食品、乳
製品、アルコール
飲料、食品表示及
び残留農薬基準、
及びこれまでの調
査結果のデータ
ベース化

上記に加えて、
香港

「食品管理システム
の社会基盤の必要
性：地域のハーモナ
イゼーションへの道
程」

平成26年12
月9、10日
デリー（イン
ド）

108名

「食品産業のグロー
バル展開～アジア地
域の食品規格等に
関する調査とデータ
ベース～」

平成27年
2月19日
東京

90名

平成27年度
委託事業

（II）

上記に加えて、製
造工程認証、レト
ルト食品、めん類、
菓子類（チョコレー
ト菓子及びキャン
ディ）、米菓及びこ
れまでの調査結果
のデータベース化

上記に加えて、
ロシア、アラ
ブ首長国連邦、
ブラジル

「食品安全及び食品
規格基準セミナー」

平成27年
12月15日
ハノイ
（ベトナム）

49名

「食品産業のグロー
バル展開～食品規
格等に関するデータ
ベ ー ス、ASEAN経
済統合とTPP～」

平成28年
2月17日
東京

74名



4.　調査専従担当者連絡先：

　　氏名：浜野　弘昭

　　所属：特定非営利活動法人	国際生命科学研究機構（ILSI	Japan）特別顧問

　　住所：〒102-0083	東京都千代田区麹町3-5-19　にしかわビル5階

　　電話：03-5215-3535

　　Fax：03-5215-3537

　　メールアドレス：	hhamano@ilsijapan.org






